
 

様式第１〔第６条〕 

特定工場新設（変更）届出書（一般用） 

 

                                                               平成平成平成平成１７１７１７１７  年      ４４４４ 月      １１１１  日 

  ○○市長 殿 

                    届出者 住  所    〒100100100100----0001000100010001    東京都東京都東京都東京都千代田区丸千代田区丸千代田区丸千代田区丸のののの内内内内 1111----1111 

                        会社名   静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社        

                        代表者氏名  代表取締役代表取締役代表取締役代表取締役        静岡静岡静岡静岡        県太郎県太郎県太郎県太郎  印  

                                                担当者名   管理課管理課管理課管理課    △△△△△△△△  電話番号 053053053053----458458458458----3262326232623262 

 

 工場立地法第６条第１項（第７条第１項、第８条第１項、工場立地の調査等に関する法律の一部を改

正する法律（昭和 48 年法律第 108 号。以下「一部改正法」という。）附則第３条第１項）の規定により、

特定工場の新設（変更）について、次のとおり届け出ます。 

 

 １  特定工場の設置の場所 〒430430430430----0915091509150915                    静岡県静岡県静岡県静岡県浜松浜松浜松浜松市市市市東田町東田町東田町東田町９９９９－－－－６６６６ 

 

 ２ 

 

 特定工場における製品（加工修理業に属するものにあ 

 っては加工修理の内容、電気供給業、ガス供給業又は 

 熱供給業に属するものにあっては特定工場の種類） 

自動車部分品自動車部分品自動車部分品自動車部分品・・・・付属品付属品付属品付属品製造業製造業製造業製造業    

３０３０３０３０１３１３１３１３ 

 ３  特定工場の敷地面積            33,00033,00033,00033,000    ㎡ 

 ４  特定工場の建築面積            17,90017,90017,90017,900    ㎡ 

 ５  特定工場における生産施設の面積 別紙１のとおり 

 ６  特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置 別紙２のとおり 

 
７

  工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置 
別紙３のとおり

 

 ８  隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用   別紙４のとおり  

 
９

 

 特定工場の新設（変更）のための工事の開始の予定日 

 造成工事等     年  月  日 

 施設の設置工事 平成平成平成平成 17171717 年年年年    ７７７７    月月月月    １１１１    日日日日 

 ＊ 整 理 番 号   １７○○ 第   号 

＊

備 

 

考 

 

 ＊ 受理年月日      年  月  日 

＊ 

審結 

査果 

 

 備考 

１ ＊印の欄には、記載しないこと 

２ ６欄から８欄について、規則第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設と重複する土地及び 

 規則第３条に規定する建築物屋上等緑化施設はそれ以外の緑地と区別して記載すること。 

３ 法第６条第１項の規定による新設の届出の場合は、１欄から９欄までの全ての欄（特定工場の設置 

 の場所が工業団地に属しない場合は７欄を、工業集合地特例の適用をうけようとしない場合は８欄を 

 除く。）に記載すること。 

４ 法第７条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄から９欄

までの全ての欄（特定工場の設置の場所が工業団地に属しない場合は７欄を、工業集合地特例の適用

をうけようとしない場合は８欄を除く。）に記載するとともに、２欄から６欄まで及び８欄のうち変

更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

５ 法第８条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄から９欄に記載するとともに、２欄から６

欄まで及び８欄のうち変更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

６ ９欄については、埋立及び造成工事を行う場合にあっては造成工事の欄に、生産施設、緑地等の施

設の設置工事を行う場合にあっては施設の設置工事の欄に、それぞれ実施制限期間の短縮後の工事開

始予定日を記載すること。 

７ 届出書及び別紙の様式の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とする

こと 

 

 

 

 

届出の種類に応じて適宜抹消すること 

本社住所を記載 

趣旨説明書の住所と一致 

面積割合を確認 

趣旨説明書の変更後敷地面積と一致 

趣旨説明書の変更後建築面積と一致 

団地特例・集合地特例適用の場合に添付 

適宜決定すること（静岡県の場合「静」） 

２つの期間の間に９０日以上期間があること 

２つの期間の間に９０日以上期間があること 



 

様式Ｂ 

特定工場新設（変更）届出及び実施制限期間の短縮申請書（一般用） 

 

                                                               平成平成平成平成１７１７１７１７  年      ４４４４ 月      １１１１  日 

  ○○市長 殿 

                    届出者 住  所    〒100100100100----0001 0001 0001 0001 東京都千代田区丸東京都千代田区丸東京都千代田区丸東京都千代田区丸のののの内内内内 1111----1111 

                        会社名   静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社        

                        代表者氏名  代表取締役代表取締役代表取締役代表取締役        静岡静岡静岡静岡        県太郎県太郎県太郎県太郎  印  

                                                担当者名   管理課管理課管理課管理課    △△△△△△△△  電話番号 053053053053----458458458458----3262326232623262 

 

 工場立地法第６条第１項（第７条第１項、第８条第１項、工場立地の調査等に関する法律の一部を改

正する法律（昭和 48 年法律第 108 号。以下「一部改正法」という。）附則第３条第１項）の規定により、

特定工場の新設（変更）について、次のとおり届け出るとともに工場立地法第 11 条第 1項の期間の短縮

方を申請します。 

 １  特定工場の設置の場所 〒430430430430----0915     0915     0915     0915     静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町９９９９－－－－６６６６ 

 

 ２ 

 

 特定工場における製品（加工修理業に属するものにあ 

 っては加工修理の内容、電気供給業、ガス供給業又は 

 熱供給業に属するものにあっては特定工場の種類） 

自動車部分品自動車部分品自動車部分品自動車部分品・・・・付属品製造業付属品製造業付属品製造業付属品製造業    

３０１３３０１３３０１３３０１３ 

 ３  特定工場の敷地面積            33,00033,00033,00033,000    ㎡ 

 ４  特定工場の建築面積            17,90017,90017,90017,900    ㎡ 

 ５  特定工場における生産施設の面積 別紙１のとおり 

 ６  特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置 別紙２のとおり 

 
７

  工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置 
別紙３のとおり

 

 ８  隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用   別紙４のとおり  

 
９

 

 特定工場の新設（変更）のための工事の開始の予定日 

 造成工事等     年  月  日 

 施設の設置工事 平成平成平成平成 17171717 年年年年    ５５５５    月月月月    １１１１    日日日日 

 ＊ 整 理 番 号   １７○○ 第   号 

＊

備 

 

考 

 

 ＊ 受理年月日      年  月  日 

＊ 

審結 

査果 

 

 備考 

１ ＊印の欄には、記載しないこと 

２ ６欄から８欄について、規則第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設と重複する土地及び 

 規則第３条に規定する建築物屋上等緑化施設はそれ以外の緑地と区別して記載すること。 

３ 法第６条第１項の規定による新設の届出の場合は、１欄から９欄までの全ての欄（特定工場の設置 

 の場所が工業団地に属しない場合は７欄を、工業集合地特例の適用をうけようとしない場合は８欄を 

 除く。）に記載すること。 

４ 法第７条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄から９欄

までの全ての欄（特定工場の設置の場所が工業団地に属しない場合は７欄を、工業集合地特例の適用

をうけようとしない場合は８欄を除く。）に記載するとともに、２欄から６欄まで及び８欄のうち変

更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

５ 法第８条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄から９欄に記載するとともに、２欄から６

欄まで及び８欄のうち変更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

６ ９欄については、埋立及び造成工事を行う場合にあっては造成工事の欄に、生産施設、緑地等の施

設の設置工事を行う場合にあっては施設の設置工事の欄に、それぞれ実施制限期間の短縮後の工事開

始予定日を記載すること。 

７ 届出書及び別紙の様式の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とする

こと 

 

 

 

 

届出の種類に応じて適宜抹消すること 

本社住所を記載 

趣旨説明書の住所と一致 

面積割合を確認 

趣旨説明書の変更後敷地面積と一致 

趣旨説明書の変更後建築面積と一致 

団地特例・集合地特例適用の場合に添付 

適宜決定すること（静岡県の場合「静」） 

２つの期間の間に３０日以上期間があること 

２つの期間の間に３０日以上期間があること 



 

特定工場の新設(変更)の趣旨説明書 

 

１ 特定工場概要 

 

   （ふりがな）      しずおかしんさんぎょうかぶしきがいしゃしずおかしんさんぎょうかぶしきがいしゃしずおかしんさんぎょうかぶしきがいしゃしずおかしんさんぎょうかぶしきがいしゃ 

    会 社 名      静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社 

     

    住        所      浜松市東田町浜松市東田町浜松市東田町浜松市東田町 9999－－－－6666 

 

  設備投資予定額     ６００百万円６００百万円６００百万円６００百万円 

  （うち用地費）    （１００百万円）（１００百万円）（１００百万円）（１００百万円） 

 

 

２ 新設(変更)の内容（各施設の単位を標準にして該当するものに○印をつけてください） 

 

敷 地          増       減         変更なし 

生 産 施 設          新設    増設     改築(全部、一部)   撤去(全部、一部)  変更なし 

緑 地          新設    増設     配置替え    撤去(全部、一部)   変更なし 

緑地以外の環境施設 新設    増設     配置替え    撤去(全部、一部)   変更なし 

 

 

３ 新設(変更)の趣旨説明    

 

   ●届出理由 

 

敷地及び生産施設面積の増加に伴い、緑地面積を増加させる。敷地及び生産施設面積の増加に伴い、緑地面積を増加させる。敷地及び生産施設面積の増加に伴い、緑地面積を増加させる。敷地及び生産施設面積の増加に伴い、緑地面積を増加させる。    

    

                            事務所・倉庫棟については変更なし。事務所・倉庫棟については変更なし。事務所・倉庫棟については変更なし。事務所・倉庫棟については変更なし。    

    

    

 

 

 

   ●届出概要 

      

                            敷地面積                                        26,00026,00026,00026,000→→→→33,00033,00033,00033,000 ㎡㎡㎡㎡    

    

                            建築面積                                            16,80016,80016,80016,800→→→→17,90017,90017,90017,900 ㎡㎡㎡㎡    

    

                            生産施設面積                                9,5519,5519,5519,551→→→→10,65110,65110,65110,651 ㎡㎡㎡㎡                                                    [[[[敷地面積に対し敷地面積に対し敷地面積に対し敷地面積に対し    32.3 32.3 32.3 32.3 ％％％％]]]]    

    

                            緑 地 面 積                                      5,4605,4605,4605,460→→→→7,4907,4907,4907,490 ㎡㎡㎡㎡                                                        [[[[敷地面積に対し敷地面積に対し敷地面積に対し敷地面積に対し    22.6 22.6 22.6 22.6 ％％％％]]]]    

    

                            その他環境施設面積                            0000→→→→1,0801,0801,0801,080 ㎡㎡㎡㎡                                                        [[[[敷地面積に対し敷地面積に対し敷地面積に対し敷地面積に対し        3.2 3.2 3.2 3.2 ％％％％]]]]    

    

                            製品名                                    トランスミッション部品トランスミッション部品トランスミッション部品トランスミッション部品    

 

 

特定工場の設置の場所と一

致 

事業規模確認用 

別紙１、別紙 2、様式例第 2、及び

様式例第 5の内容と一致 

生産施設等にスクラップ＆ビルド等

がある場合は複数チェックがされる 

その他特記事項がある場合この欄に記入 

法第 6 条 1 項に係る新設届の場合は記入不要。

法第 8 条 1 に係る変更届の場合は前回変更後数

値と一致。法第 7 条 1 項及び改正法附則第 3 条

1項に係る変更届の場合は様式例第 2等で確認 

様式第 1もしくは様式Ｂの面積と一致 

別紙１の面積と一致 

別紙２及び様式例第５の面積と一致 

別紙２の面積と一致 

様式第 1 もしくは様式Ｂの特定工場に

おける製品とは異なり具体的な製作物

を記入 

本欄で、生産施設面積率、緑地面積率及び環境施設面積率

が満たされているかチェック。 

なお、既存施設の場合は準則の面積率を満たしていない場

合があるため、準則計算表にて準則の備考に掲げる式を満

たしているかチェック。 



 

別紙１ 

              特定工場における生産施設の面積 

 

生産施設の名称 施設番号 

面積 （㎡） 増減面積 （㎡） 

変更前 
 

変更後 増加面積 減少面積 

 

  第第第第１１１１工場工場工場工場    

 

  第第第第２２２２工場工場工場工場 

 

  第第第第３３３３工場工場工場工場 

 

  第第第第４４４４工場工場工場工場 

 

  ボイラーボイラーボイラーボイラー室室室室    

 

  第第第第５５５５工場工場工場工場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  セセセセ----１１１１    

 

  セセセセ----２２２２ 

 

  セセセセ----３３３３ 

 

  セセセセ----４４４４ 

 

  セセセセ----５５５５ 

 

  セセセセ----６６６６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３３３，，，，０２８０２８０２８０２８

 

２２２２，，，，７６５７６５７６５７６５

 

２２２２，，，，２２４２２４２２４２２４

 

１１１１，，，，０３５０３５０３５０３５

 

            ４９９４９９４９９４９９

 

            なしなしなしなし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２，，，，８５３８５３８５３８５３

 

３３３３，，，，２８４２８４２８４２８４

 

２２２２，，，，２２４２２４２２４２２４

 

１１１１，，，，０３５０３５０３５０３５

 

００００

 

１１１１，，，，２５５２５５２５５２５５

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８４７８４７８４７８４７

 

 

 

 

 

 

 

１１１１，，，，２５５２５５２５５２５５

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

１７５１７５１７５１７５

    

３２８３２８３２８３２８

    

    

    

    

    

        ４９９４９９４９９４９９    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

生産施設の面積の合計 

        9,5519,5519,5519,551 ㎡ 

 

    10,65110,65110,65110,651 ㎡ 

 

        2,1022,1022,1022,102 ㎡ 

 

        1,0021,0021,0021,002 ㎡ 

 

 

備考 

１ 施設の番号欄にはセ－１から始まる一連番号を記載すること。ただし法８条第１項の規定による

変更の届出の場合には、その変更に係る施設に対応する変更前の施設があるときは当該変更前の施

設の届出済の番号を記載し、その変更にかかる施設に対応する変更前の施設がないときは、届出済

の一連番号の次の番号を新たに設けてそれを記載すること。 

２ 法第７条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による変更の届出の場合は、面積欄を変

更前と変更後に区分し、変更前の欄には全部の施設の面積を記載するとともに、その変更に係る施

設に対応する変更前の施設がないときは「なし」と記載し、変更後の欄にはその変更に係る施設の

変更後の面積のみ記載すること。 

３ 法第８条第１項又の規定による変更の届出の場合は面積欄を変更前と変更後に区分し、その変更

に係る施設についてのみ記載し、その施設に対応する変更前の施設がないときは、変更前の欄には

「なし」と記載すること。 

４ 増減面積欄には法第７条第１項、法第８条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による

変更の届出の場合のみ記載すること。 

５ 生産施設の面積の合計の欄は、変更の届出の場合にあっては、変更前と変更後に区分し、それぞ

れの欄に当該特定工場における全生産施設の面積の合計を記載すること。 

  

生産施設番号は、次回以降も変更しないよう指導する。 

今回の場合、セー５は次回の変更以降は使用しない。 

また、変更で新たに施設を建設する場合は、最も大きな番

号の次の番号を使用する。 

法第 8 条 1 項に係る変更の場合は前回届の変更後面積と一

致しているかチェック。 

法第 6条 1項に係る新設の場合は記入不要。 

様式例第２と合致しているか

チェック 

前回なかった施設に

ついては変更前欄に

「なし」と記載 

趣旨説明書の面積と一致 



 

別紙２        特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置 

 

１ 緑地及び環境施設の面積 

緑地（様式第１又は第２備考２で区別することとされ 

た緑地を除く。）の名称 
施設番号 面積（㎡） 

    

    正門前正門前正門前正門前    植植植植ええええ込込込込みみみみ    

    

    敷地北側周辺部敷地北側周辺部敷地北側周辺部敷地北側周辺部    高木並木高木並木高木並木高木並木    

    

    敷地南側周辺部敷地南側周辺部敷地南側周辺部敷地南側周辺部    低木地低木地低木地低木地    

    

    敷地東側周辺部敷地東側周辺部敷地東側周辺部敷地東側周辺部    高木並木高木並木高木並木高木並木    

    

    敷地西側敷地西側敷地西側敷地西側        芝生芝生芝生芝生    

    

    

        リリリリ    ––––    １１１１    

    

        リリリリ    ––––    ２２２２    

    

        リリリリ    ––––    ３３３３    

    

        リリリリ    ––––    ４４４４    

    

        リリリリ    ––––    ５５５５    

        

    

２３０２３０２３０２３０

    

２２２２，，，，５８０５８０５８０５８０

    

1111，，，，６２０６２０６２０６２０

    

９８０９８０９８０９８０

    

1111，，，，０５００５００５００５０

緑地面積（様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地を除く。）

の合計 

    

６６６６，，，，４６０４６０４６０４６０ ㎡ 

 

様式第１又は第２備考２で区別することとされた 

緑地の名称 

施設番号 面積（㎡） 

第一工場屋上第一工場屋上第一工場屋上第一工場屋上    

    

従業員駐車場従業員駐車場従業員駐車場従業員駐車場    

ジジジジ    ––––    １１１１    

    

    ジジジジ    ––––    ２２２２ 

３５０３５０３５０３５０    

    

６８０６８０６８０６８０ 

様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地面積の合計 

 

１１１１，，，，０３００３００３００３０ ㎡ 

 

 

緑地面積の合計 

    

７７７７，，，，４９０４９０４９０４９０ ㎡ 

 

緑地以外の環境施設の名称 施設番号 面積（㎡） 

    池池池池    

    

    テニスコートテニスコートテニスコートテニスコート    

    

        カカカカ    ––––    １１１１    

    

        カカカカ    ––––    ２２２２    

    

２８０２８０２８０２８０

    

８００８００８００８００

    

 緑地以外の環境施設の面積の合計 

１１１１，，，，０８００８００８００８０    ㎡ 

 環境施設の面積の合計  

８８８８，，，，５７０５７０５７０５７０    ㎡     

 

２ 環境施設の配置 

敷地の周辺部に配置する環境施設の各施設番号 

リリリリ    ––––    １１１１、、、、２２２２、、、、３３３３、、、、４４４４、、、、５５５５    

ジジジジ    ––––    １１１１、、、、カカカカ‐‐‐‐１１１１ 

敷地の周辺部に配置する環境施設の面積の合計 

７７７７，，，，８９８９８９８９００００ ㎡ 

配置について勘案した周辺の地域の土地利用

の状況などとの関係 

正門前正門前正門前正門前はははは県道県道県道県道にににに面面面面しておりしておりしておりしており、、、、またまたまたまた、、、、北側北側北側北側にににに住住住住

宅宅宅宅がががが密集密集密集密集しているためしているためしているためしているため、、、、極力緑地帯極力緑地帯極力緑地帯極力緑地帯をををを多多多多くとくとくとくと

りりりり、、、、環境保全環境保全環境保全環境保全にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした。。。。 

備考 

１ 緑地の名称の欄には、区画毎に緑地の種類及びその設置の場所を記載すること。 

２ その他は、別紙１の備考１から３まで及び５と同様とする。この場合において、「セ－１」とある 

 のは、緑地（様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地を除く。）にあっては「リ－１」 

 と、様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地にあっては、「ジ－１」と、緑地以外の環 

 境施設にあっては「カ－１」と読み替えるものとする。 

 

設置場所を具体的に記入

すること 

施設番号に関する考え方

は、別紙 1と同様。 

施設の名称を具体的に記入

すること。 

様式例第 5

の面積と一

致 

合計 

趣旨説明書の面積と一致 

合計 

重複緑地の緑地に対する面積率（緑地の

最低面積率の１／４以内）をチェック 

周辺部に配置された環境施設の合計面積 

工場周辺の状況を勘案し、具体的に記載 



 

様式例第１ 

 整理番号 

 

 

           

事 業 概 要 説 明 書                                               

 

 

                    

備考 １ 生産能力及び生産数量は、各々の業種に応じ通常用いる単位で記載して下さい。（例 トン

    ／日、㎡／月等）輸送量は、トン換算した値で１カ月当り平均輸送量を記載してください。 

   ２ 事業概要説明書の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４を用いて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 生産開始の日 

 

（（（（操業操業操業操業    S52S52S52S52．．．．9999 月月月月））））今回今回今回今回のののの変更変更変更変更にににに係係係係るるるる稼動日稼動日稼動日稼動日：：：：平成平成平成平成 17171717 年年年年 10101010 月月月月 12121212 日日日日 

２ 

 主要製品別生産能力及び生産数量 

 

 

製品名 

生産能力 生産数量 

変更前 変更後 変更前 変更後 

 

 

 

 

    

    トランスミッショントランスミッショントランスミッショントランスミッション部品部品部品部品    

    

    

    

        10,00010,00010,00010,000t/t/t/t/月月月月    

    

    

    

        15,00015,00015,00015,000t/t/t/t/月月月月    

    

    

    

            8,0008,0008,0008,000t/t/t/t/月月月月    

    

    

    

        12,00012,00012,00012,000t/t/t/t/月月月月    

    

    

３ 

 水源別工業用水使用量    計   550550550550            （単位：トン／日） 

 上水道 工業用水道 河川表流水 井戸水 その他 回収水 海水 

                 300300300300    

    

    

    

    

    

                200200200200    

    

    

    

                    50505050    

    

 

４ 

 電力の使用量    計  20,00020,00020,00020,000             （単位：ＫＷＨ／日） 

  買電による電力使用量  自家発電による電力使用量 

           20,00020,00020,00020,000 

 

 

５ 

 輸送手段別輸送量    計   600600600600            （単位：トン／月） 

 

 

 

 

 自動車 

 

 鉄道 

 

 船舶 

 

 その他 

 

 計 

 

 

 

 燃料・原材料及び外注部             280280280280    

    

   280280280280    

 

 

 

 製品             320320320320    

    

   320320320320    

 

６ 

従業員数   計    270270270270                 （単位：人） 

 

 

職員 

  男  28282828    

工員 

  男  132132132132 

計 

  男   160160160160    

 

 

  女  12121212   女      98989898   女   110110110110 

今回の変更に係る稼働日と共に、操業日も記入さ

せること（既存工場か否かの確認）。 

製品が複数あれば複数記載。

また、異なる産業分類の製品

があれば必ず複数記載。 

法第 6 条 1 項に係る新設の場合は記入不要。法第 8 条 1 項

に係る変更の場合は前回届の変更後数量と一致しているか

チェック。単位は製品により適宜変更できる。 

それぞれ合計数値をチェック 



 

様式例第２ 

 

   生産施設、緑地、緑地以外の環境施設その他の主要施設の配置図 

 

 

 

 別添別添別添別添１１１１のとおりのとおりのとおりのとおり 

 

備考 

１ 配置図に記載する生産施設は、建築物のあるものは建築物単位で、ないものは個々に記入してく

ださい。 

２他の主要施設には貯水池、井戸等の工業用水施設、電力施設、公害防止施設、倉庫、タンク等の貯

蔵施設、駐車場等を含みます。配置図にはそれらの位置、形状を明示するとともに、それらの名称

を付記して下さい。 

３ 生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、下表に指定する淡い色彩でそれらの位置、形状を着色し

て明示するとともに、規則による届出書の別紙１～３に記載した施設番号を付記して下さい。 

４ 変更の届出の場合には、変更前と変更後の状態が比較対照できるように明示して下さい。 

 

施設の名称     色    彩 

生産施設 

緑地 

様式第１又は第２で区別することと

された緑地 

緑地以外の環境施設 

      青 

      緑 

     網掛け 

 

      黄 

 

５ 図面には縮尺並びに方位を示す記号を記載して下さい。図面の縮尺は、原則として敷地面積が 100

 ha 未満の工場等にあっては五百分の一ないし千分の一、100 ha 以上 500 ha 未満の工場等にあって

は千分の一ないし二千分の一、500 ha 以上の工場等にあっては二千分の一ないし三千分の一程度と

して下さい。 

６ 環境施設のうち屋内運動施設又は教養文化施設がある場合は、当該施設の利用規程及びその周知

方法を記載した書類を添付してください。 

 

・本紙に記載できないことがほとんどであることから、原則として、別に別紙平面図

を添付させる。 

・別紙平面図で、各施設番号や変更面積をチェック。 

・同一地で撤去と増設が重なる場合については、平面図に重複部分を貼り付けした形 

で提出させる。 

・生産施設・緑地・その他環境施設のみでなく、敷地内にある建築物等についても記 

入させる（色塗りは不要） 

県では、慣例として、次のとおり指導しているが、これに従わなくても問題ない。 

 

  変更なし 撤去 増設 

単なる建築物 
      

生産施設 
      

緑地 
      

重複緑地 
      

その他環境施設 
      

 



 

様式例第３ 

 

特定工場用地利用状況説明書 

    

特定工場敷地面積 ３３，０００㎡３３，０００㎡３３，０００㎡３３，０００㎡    うち自己所有地 ３３３３３３３３，，，，００００００００００００ ㎡ 

 都市計画法上の区域区分 

 （＊右記の該当項目を 

  ○で囲んで下さい。） 

  ①工業専用地域    ②工業地域    ③準工業地域 

  ④住居系地域          ⑤商業地域        ⑥市街化調整区域
 

  ⑦未線引都市計画区域 ⑧都市計画区域外 ⑨都市計画なし 

 特定工場用地利用状況説明図 

 

 

 

    別添別添別添別添２２２２のとおりのとおりのとおりのとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  縮尺 １／ 

 

 

 特定工場の用に供する土地の説明 

 

 

宅地宅地宅地宅地    （（（（準工業地域準工業地域準工業地域準工業地域）））） 

 備考 

１ 自己所有地には、現在所有している土地及び将来自分の土地となることが確実である土地を含

みます。 

２ 都市計画法上の用途地域を記入してください。 

３ 特定工場の用に供する土地の説明の欄には、当該土地が埋立地、埋立予定地、空地、農用地、

工業団地等の別を記入してください。 

４ 特定工場土地利用状況説明図には、当該特定工場の周辺２km 程度の範囲内で海面、河川、湖沼、

埋立地、山林、農用地、学校、病院、公園等の用地、住宅地、工業用地等の土地の利用状況を明

示してください。  

・様式例第２と同様本紙に記載できないことがほとんどであることから、原則とし

て、別に別紙平面図を添付させる。 

・法 6条 1項に係る新設、法第 7条 1項に係る変更、及び改正法附則第 3条 1項に係 

る変更の場合は必ず添付させるが、法第 8条 1項に係る変更であって、周辺状況が 

前回届出時とほとんど変更ない場合は省略しても問題ない。 



 

様式例第４ 

 

             特定工場の新設等のための工事の日程 

 

 

工事の日程 

            年月 

 

 

    工事の種類 

 

17171717    

 年 

4444    

 月 

 

17171717    

 年 

5555    

 月 

17171717    

 年 

6666    

 月 

17171717    

 年 

7777    

 月 

 

17171717    

 年 

8 

 月 

17171717    

 年 

9999    

 月 

17171717    

 年 

10101010    

 月 

17171717    

 年 

11111111    

 月 

17171717    

 年 

12121212    

 月 

18181818    

 年 

1111    

 月 

造成（埋立）工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産施設の設置工事 

 

 

 

 

撤去 

5/1

5/1

5/1

  

 

 

 

 

 

 建屋 

 

建屋 

 

 

 

建屋 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

7/31

 

 

 

 

 

 

 

7/31 

 設備 

 

7/31 

 

   

7/31 

稼働日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撤去 

 

◎ 

 

 

 

 

 

 10/12 

 稼働日 

  ◎ 

 

 

 

 

 

   

施設の名称 施設番号 

 

  第第第第１１１１工場工場工場工場    

 

  第第第第２２２２工場工場工場工場 

 

  ボイラーボイラーボイラーボイラー室室室室 

 

第第第第５５５５工場工場工場工場 

 

 

        セセセセ    －－－－    １１１１    

 

        セセセセ    －－－－    ２２２２ 

 

        セセセセ    －－－－    ５５５５ 

 

セセセセ    －－－－    ６６６６ 

 

環境施設・緑地の設置工事           

施設の名称 施設番号 

    

    北側周辺部北側周辺部北側周辺部北側周辺部    

    

    西側芝生西側芝生西側芝生西側芝生    

    

    第一工場屋上第一工場屋上第一工場屋上第一工場屋上    

    

    従業員駐車場従業員駐車場従業員駐車場従業員駐車場    

    

池池池池    

    

    テニスコートテニスコートテニスコートテニスコート    

    

    

        リリリリ    －－－－    ２２２２    

    

        リリリリ    －－－－    ５５５５    

    

        ジジジジ    －－－－    １１１１    

    

        ジジジジ    －－－－    2222    

    

    カカカカ    －－－－１１１１    

    

    カカカカ－－－－２２２２    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 配置 

 

 変更 

 

 

 

 

 

 

6/1 

 

6/1 

 

 

 設置 

 

 

 

設置 

 

 

 

 

 

 

7/15 

 

 

 設置 

 

 

 

設置 

7/12 

 

 

7/12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9/30 

 

 

 

9/20 

 

9/30 

 

 

 

 

 

 

 

10/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の主要施設の設置工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考１ 工事の日程の欄には、工事の種類ごとに工事の期間を←→印で記載するとともに、当該工事の

   開始と終了の日を付記して下さい。 

        なお、生産施設については、当該生産施設の運転の開始の日も工事の日程の欄にあわせて明記 

   して下さい。 

        また、生産施設の設置工事、環境施設・緑地の設置工事において既存施設の廃棄工事が行われ 

   る場合には、当該廃棄工事の日程も記載して下さい。 

    ２ 施設の名称、施設番号の欄には規則による届出書の別紙１～３に記載した生産施設、緑地、緑 

   地以外の環境施設の名称、番号を記載して下さい。 

    ３ 事務所、倉庫等その他の主要施設の設置工事の日程の欄には、当該工事の開始が生産施設の設 

      置工事、環境施設・緑地の設置工事のいずれよりも早い場合にのみ当該施設の種類を工事の種類 

   の欄に明記して下さい。 

  ４ 変更の届出の場合には、変更に係る施設について記載して下さい。 

 

別紙 1・別紙 2の名称及び施設番号と一致。 

緑地の変更については、様式例第 5にて変更した緑地を確認 

倉庫等の建設が生産施設や緑地の設置工事より早い場合に明記 

最も早い日付が様式第１もしくは

様式 Bの工事開始予定日と一致 

最も遅い日付

が様式例第 1

の生産開始の

日と一致 

生産施設の場合、稼働日も

明記 



 

様式第３［第１２条］                                                                年年年年    月月月月    日日日日    

 

氏名（名称、住所）変更届出書 

 

 ○○市長 殿 

 

 

届出者 住所 〒100100100100----0001000100010001    東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１    

会社名   静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社    

代表者氏名 代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長    静岡県太郎静岡県太郎静岡県太郎静岡県太郎 印 

       （担当者）管理課管理課管理課管理課    △△△△△△△△ 電話番号 053053053053－－－－458458458458－－－－XXXXXXXXXXXXXXXX 

 

  氏名（名称、住所）に変更があったので、工場立地法第１２条の規定により、次のとおり届け出ます。 

変更の内容 

 変更前 

   東京都東京都東京都東京都千代田区大手町１－１千代田区大手町１－１千代田区大手町１－１千代田区大手町１－１    

 変更後 

   東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１    

変更年月日 平成１７年６月１日平成１７年６月１日平成１７年６月１日平成１７年６月１日    変更の理由 

 

本社移転のため本社移転のため本社移転のため本社移転のため    

＊整理番号 

  １７○○第  号 受理年月日 

 

 ＊ 

 

 備 

 

 考 

 

  備考１ ＊印の欄には記載しないこと。 

    ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

届出の種類に応じて適宜抹消すること 

新住所を記載 

適宜決定すること（静岡県の場合「静」） 

なお、変更届等の受付と変更せず、通し番

号で取得すること 

登記等の添付書類にて、変更内容及び変更

年月日を確認 



 

様式第４［第１１条］                                                 平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年６６６６月月月月５５５５日日日日    

 

特 定 工 場 承 継 届 出 書                              

 

 ○○市長 殿 

 

届出者 住所 〒100100100100----0001000100010001    東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１ 

会社名 静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社    

代表者氏名 代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長    静岡県太郎静岡県太郎静岡県太郎静岡県太郎  印 

（担当者）    管理課管理課管理課管理課    △△△△△△△△ 電話番号 053053053053－－－－458458458458－－－－XXXXXXXXXXXXXXXX 

 

  特定工場に係る届出をしたものの地位を承継したので、工場立地法第１３条第３項の規程により、 

次のとおり届け出ます。 

被承継者 

氏名または名称 静岡産業株式会社静岡産業株式会社静岡産業株式会社静岡産業株式会社    

住 所 東京都千代田区大手町東京都千代田区大手町東京都千代田区大手町東京都千代田区大手町２２２２－－－－１１１１    

特定工場の 

設置の場所 

静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町９９９９－－－－６６６６    

承継年月日 平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年６６６６月月月月１１１１日日日日    

承継の原因 譲譲譲譲        受受受受    

＊整理番号 

１７○○第  号 ＊受理年月日  

＊ 

 

備 

考 

 

 

  備考１ ＊印の欄には記載しないこと。 

    ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約書の写し等の添付書類にて、内容及び

承継年月日を確認 

適宜決定すること（静岡県の場合「静」） 

なお、変更届等の受付と変更せず、通し番

号で取得すること 



 

様式例第６［廃止］ 

                                 平成１７年６月５日 

特 定 工 場 廃 止 届 出 書                              

 

 ○○市長 殿 

 

届出者 100100100100----0001000100010001    東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１ 

会社名 静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社    

代表者氏名 代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長    静岡県太郎静岡県太郎静岡県太郎静岡県太郎  印 

（担当者）    管理課管理課管理課管理課    △△△△△△△△ 電話番号 053053053053－－－－444458585858－－－－XXXXXXXXXXXXXXXX 

 

平成（昭和）１７年５月１日に届出（届出整理番号１７○○第５８号）をした下記工場については、

廃止したので、次のとおり届け出ます。 

特定工場の 

設置者 氏名又は名称 

静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社静岡新産業株式会社 

住 所 

東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１東京都千代田区丸の内１－１ 

特定工場の 

設置場所 

静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町静岡県浜松市東田町９９９９－－－－６６６６ 

敷地面積 １８１８１８１８，，，，００００００００００００㎡ 

建築面積 ９９９９，，，，００００００００００００㎡ 

当該工場に 

おける製品 

自動車部分品自動車部分品自動車部分品自動車部分品・・・・付属品製造業付属品製造業付属品製造業付属品製造業 廃止年月日 平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年６６６６月月月月１１１１日日日日    

廃止の理由 

前面移転前面移転前面移転前面移転    

廃止後の敷 

地利用予定 

住宅用地住宅用地住宅用地住宅用地としてとしてとしてとして売却売却売却売却予定予定予定予定    

＊整理番号 

 １７○○第 号 

 

＊受理年月日   

  備考１ ＊印の欄には記載しないこと。  

    ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

同内容となる 

適宜決定すること（静岡県の場合「静」） 

なお、変更届等の受付と変更せず、通し番

号で取得すること 

分かる範囲で出来るだけ具体的に記載して

もらう 

前回届出と同内容となる 

初回届出ではなく前回届出の年月日を記入 



 

準 則 計 算 表 

    

                                                                                                                                                                                                         

細分類業種名細分類業種名細分類業種名細分類業種名        自動車部分品・付属品製造業自動車部分品・付属品製造業自動車部分品・付属品製造業自動車部分品・付属品製造業    

細分類番号細分類番号細分類番号細分類番号                    ３０１３３０１３３０１３３０１３                                    

    γγγγ：：：：    ００００....６５６５６５６５                    αααα：：：：    １１１１....２２２２                

（１）（１）（１）（１）    生産施設生産施設生産施設生産施設    

    

                                                            ＰＰＰＰ0000    

            [[[[Ｐ≦Ｐ≦Ｐ≦Ｐ≦    γγγγ((((Ｓ－Ｓ－Ｓ－Ｓ－    ――――    ）－Ｐ）－Ｐ）－Ｐ）－Ｐ1]1]1]1]    

                                                            γαγαγαγα    

                        （単一業種）（単一業種）（単一業種）（単一業種）    

    

                                                                                    8,2008,2008,2008,200    

            0.0.0.0.65656565    X (20,000 X (20,000 X (20,000 X (20,000 ----                ――――                    ）－）－）－）－( ( ( ( ----2,000)2,000)2,000)2,000)＝＝＝＝    8888,166,166,166,166.66666.66666.66666.66666    

                                                                                0.0.0.0.65656565    X 1.2X 1.2X 1.2X 1.2    

    

        今回の増設計画今回の増設計画今回の増設計画今回の増設計画    ＝＝＝＝    2,500 2,500 2,500 2,500 ≦≦≦≦    8888,166,166,166,166.6667.6667.6667.6667    であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。    

    

    

（２）（２）（２）（２）    緑緑緑緑        地地地地    

    

                                ＰＰＰＰ                                    ＧＧＧＧ0000    

            [[[[Ｇ≧―（０Ｇ≧―（０Ｇ≧―（０Ｇ≧―（０....１１１１－－－－    ――――    ））））]]]]    

                                γγγγ                                    ＳＳＳＳ    

    

    

            2,500           2,500           2,500           2,500               440440440440    

                    ――――            XXXX（（（（0.10.10.10.1    －－－－        ――――            ）＝）＝）＝）＝    333300000000    

                0.650.650.650.65                                            20,00020,00020,00020,000    

    

        今今今今回の設置計画回の設置計画回の設置計画回の設置計画    ＝＝＝＝    1,000 1,000 1,000 1,000 ≧≧≧≧    333300000000    であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。    

    

    

    

（３）（３）（３）（３）    環境施設環境施設環境施設環境施設    

    

                                ＰＰＰＰ                                    ＥＥＥＥ0000    

            [[[[Ｅ≧―（０Ｅ≧―（０Ｅ≧―（０Ｅ≧―（０....１５１５１５１５－－－－    ――――    ））））]]]]    

                                γγγγ                                    ＳＳＳＳ    

    

            2,500            2,500            2,500            2,500                444400000000    

                ――――            XXXX（（（（0.0.0.0.11115 5 5 5 －－－－        ――――            ）＝）＝）＝）＝    500500500500    

                0.0.0.0.65656565                                                20,00020,00020,00020,000    

    

        今回の設置計画今回の設置計画今回の設置計画今回の設置計画    ＝＝＝＝    1,000 1,000 1,000 1,000 ≧≧≧≧    505050500000    であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。であり、準則を満たす。    

    

    

備考  

１ 業種については日本標準産業分類の中分類業種名と細分類番号を記載のこと。 

   ２ ２以上の業種に属する特定工場等の場合には様式は特に定めていない。各業種毎の生産施設をγ、

αの値別に整理したものを記載すること。 

   ３ 計算は小数点第５位を四捨五入すること。 

 

手引き中の計算例も参照のこと 


